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南会津地方広域市町村圏組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画 

 

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日  

南会津地方広域市町村圏組合管理者  

南会津地方広域市町村圏組合消防長  

南会津地方広域市町村圏組合教育長  

   

１．計画策定の目的  

南会津地方広域市町村圏組合は、平成 28年３月に女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律（以下「女性活躍推進法」という。）第 19条に基づき、平成 28年４月から

５年間「南会津地方広域市町村圏組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業

主行動計画（以下「本計画」という。）」を策定し、取り組んできました。引き続き職員

が仕事と家庭を両立できる環境づくりや女性職員の活躍推進を図るため、特定事業主行

動計画を策定し、取り組みを図るものです。 

 

２．計画期間  

  本計画の期間は、令和３年４月１日から令和８年３月 31日までとします。 

  ※女性活躍推進法は、平成 28年度から令和７年度までの 10年間の時限法です。 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等  

  南会津地方広域市町村圏組合では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するた

め、女性職員の活躍推進委員会を設置し、本計画の策定・変更、本計画に基づく取組の

実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等について協議を行うこととしています。 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標  

◯状況把握及び分析 

法第 19条第３項及び女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画の策定等に係る内閣

府令（平成 27年内閣府令第 61号）第２条に基づき、全部局において、女性職員の職業

生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行いました。 

  なお、各項目の分析にあたり、特定の職員について、採用方法や勤務形態等を考慮し

て、項目によっては分析対象から除外をすることとしました。 

  また、これまでの女性活躍推進法第 17条に基づく女性の職業選択に資する情報の公表

での各項目の数値については、別紙のとおりです。 
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（１）採用試験受験者の女性割合（外国語指導助手は対象外とする。） 

令和２年度中の採用試験受験者は消防職が９名で、そのうち女性は０名でした。計

画初年度から現在までの採用試験における女性受験者の割合は、事務局職員において

は、平成 28年度中で 80％でした。消防職員の採用試験においては、平成 29年度で

10％でしたが、それ以外の年度では 0％でした。非常勤職員の受験者の割合は平均で

53.5％でした。 

数値目標では 10％以上を掲げていましたが、計画初年度から現在までの女性受験者

割合は平均 23.8％となりました。 

 

※事務局には教育委員会の職員も含む 

 

（２）女性職員の採用割合（外国語指導助手は対象外とする。） 

  令和２年度中に採用した消防職員は４名で、そのうち女性職員は０名でした。計画

初年度から現在までに採用した女性職員の割合は、事務局職員が平成 29年度で 100％

であり、これまでに１名を採用しました。消防職員は平成 30年度で 20％であり、初め

て女性職員を２名採用しました。  

 

※事務局には教育委員会の職員も含む 

 

（３）職員の女性割合（外国語指導助手は対象外とする。） 

  令和３年３月 31日時点での職員数は 98名で、そのうち女性は６名であり、女性割

合は 6.1％でした。計画初年と比べると、事務局職員の女性割合が 7.5％上昇し、消防

職員は 0％から 2.2％となりました。 

 
※事務局には教育委員会の職員も含む 
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（４）男女の平均継続勤務年数の割合（外国語指導助手及び会計年度任用職員は対象外

とする。） 

令和３年４月１日時点での職員全体の平均継続勤務年数は 13.44年であり、そのう

ち女性の平均継続勤務年数は 7.21年で、男性の平均継続勤務年数は 13.77年でした。

職員全体の平均継続勤務年数の男女差は 6.56年でした。 

  

 

（５）職員一人当たり各月ごとの時間外勤務時間（規程上時間外勤務手当が支給されな

い職員及び外国語指導助手は対象外とする。） 

  令和２年度の職員一人当たり各月ごとの平均時間外勤務時間は次のとおりです。計

画初年度から現在までの時間外勤務時間は、事務局職員の１月分の１人当たりの時間

外勤務が約１時間減少しました。 

 
※事務局には教育委員会の職員も含む 

 

（６）管理的地位にある職員に占める女性割合（外国語指導助手及び会計年度任用職員

は対象外とする。） 

  令和３年４月１日時点での管理的地位にある職員（課長相当職以上の職員）は７名

で、そのうち女性の職員は０名でした。 

  

※事務局には教育委員会の職員も含む 

 

 

 

男女差 6.56年

男性職員の平均継続勤務年数
女性職員の平均継続勤務年数
職員全体の平均継続勤務年数
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13.44年
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時間外勤務の
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0.0

5.0

2.8

6.6

0.0

6.2

１１月
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〔％〕

男性
〔人〕

女性
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〔％〕

男性
〔人〕

女性
〔人〕
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〔％〕

事務局長・ 消防 長・ 事務 局次 長・ 消防 本部 次長

消防本部課 長・ 消防 署長 ・西 部方 面所 長・ 主幹
（ 課 長 相 当 職 ）

2 0 0% 5 0 0% 7 0 0%

管理職の女性職員割合
事 務 局 消 防 計
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（７）各役職段階に占める女性職員の割合（外国語指導助手及び会計年度任用職員は対

象外とする。また、部局長・次長相当職は該当職員がいないため対象外とする。） 

  令和３年４月１日時点で、課長相当職に該当する職員は７名で、そのうち女性職員

は０名でした。課長補佐相当職に該当する職員は 13名で、そのうち女性職員は０名で

した。係長相当職に該当する職員は 31名で、そのうち女性職員は３名であり、割合は

8.8％でした。 

 

※事務局には教育委員会の職員も含む 

 

（８）年次休暇取得率（外国語指導助手は対象外とする。） 

  令和２年中の年次休暇の取得率は次のとおりです。計画初年度から現在までの年次

休暇の取得率については、令和元年中で 30.4％となりましたが、平均すると 27.3％の

取得率となりました。 

 

※事務局には教育委員会の職員も含む 

 

（９）男女別の育休取得率・平均取得期間（外国語指導助手及び会計年度任用職員は対

象外とする。） 

  令和２年度中における事務局職員の育児休業制度を利用可能な職員は１名でした。

消防職員の育児休業制度を利用可能な職員は 18名で、制度を利用した職員は０名でし

た。 

男性
〔人〕

女性
〔人〕

率
〔％〕

男性
〔人〕

女性
〔人〕

率
〔％〕

男性
〔人〕

女性
〔人〕

率
〔％〕

事務局長・ 消防 長・ 事務 局次 長・ 消防 本部 次長
消防本部課 長・ 消防 署長 ・西 部方 面所 長・ 主幹

（ 課 長 相 当 職 ）

2 0 0.0% 5 0 0.0% 7 0 0.0%

室 長 ・ 主 任 主 査 ・ 課 長 補 佐 ・ 主 任 看 護 技 査

（ 課 長 補 佐 相 当 職 ）
0 0 0.0% 13 0 0.0% 13 0 0.0%

係 長 ・ 主 査 ・ 看 護 技 査
（ 係 長 相 当 職 ）

3 2 40.0% 28 1 3.4% 31 3 8.8%

各役職段階の職員の女性職員割合
事 務 局 消 防 計

消化された
年次有給休暇の総日数

954 124 821 9

付与された
年次有給休暇の総日数

3,768 333 3,419 16

有給休暇取得率 25.3% 37.2% 24.0% 56.3%

令和２年 全 体 事 務 局 消 防
会計年度
任用職員
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※事務局には教育委員会の職員も含む 

 

（１０）男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇取得率・平均取得日数

（外国語指導助手及び会計年度任用職員は対象外とする。） 

  令和２年度中における配偶者出産休暇を利用可能な職員は５名で、そのうち４名が

配偶者出産休暇を２日取得しました。配偶者出産休暇の取得率は 80％であり、平均取

得日数は２日でした。 

  令和２年度中における育児参加のための休暇を利用可能な職員は５名で、そのうち

育児参加のための休暇を取得した職員は２名で、育児参加のための休暇の取得率は

40％であり、平均取得日数は 4.5日でした。 

 

※事務局には教育委員会の職員も含む 

 

 

 

 

男性 女性 男性 女性

対 象 者 〔 人 〕 0 0 18 0

取 得 者 〔 人 〕 0 0 0 0

取 得 率 〔 ％ 〕 0% 0% 0% -

男性 女性 男性 女性

取 得 者 数 〔 人 〕 0 0 0 0

合 計 取 得 日 数〔 日〕 0 0 0 0

平 均 〔 日 ／ 人 〕 0 0 0 0

事 務 局 消 防
男女別の育休取得平均期間

消 防事 務 局
男女別の育休取得率

対 象 者 〔 人 〕 取 得 者 数 〔 人 〕

取 得 者 〔 人 〕 合計取得日数〔 日〕

取 得 率 〔 ％ 〕 平 均 〔 日 ／ 人 〕

対 象 者 〔 人 〕 取 得 者 数 〔 人 〕

取 得 者 〔 人 〕 合計取得日数〔 日〕

取 得 率 〔 ％ 〕 平 均 〔 日 ／ 人 〕

0 2 0 9

0% 40% 0 4.5

消 防

0 5 0 2

男性職員の育児参加の
ための休暇取得率

事 務 局 消 防
男性職員の育児参加の

ための休暇平均取得日数
事 務 局

事 務 局 消 防
男性職員の配偶者出産

休暇平均取得日数
事 務 局 消 防

0

0

0%

5

4

80%

男性職員の配偶者
出産休暇取得率

0

0

0

4

8

2
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◯数値目標 

  当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定しま

す。 

  なお、この目標は、全部局における共通の目標として位置付け、女性職員の職業生

活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、

最も大きな課題に対応するものから順に掲げています。 

 

（１）女性の採用試験受験者について 

  計画期間内における採用試験の女性受験者数の割合を 10％以上にします。 

  

（２）年次休暇の取得について 

   計画期間内における職員の年次休暇の平均取得率を 30％以上にします。 

 

 （３）男性職員の配偶者出産休暇について 

   計画期間内における制度利用可能な男性職員の配偶者出産休暇の取得者を 100％と

します。 

 

 （４）男性職員の育児参加のための休暇について 

   計画期間内における制度利用可能な男性職員の育児参加のための休暇の取得者を 

100％とします。 

 

４．女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期  

 ３．で掲げた数値目標その他の目標の達成に向け、次に掲げる取組を実施します。 

なお、この取組は、全部局における共通の取組として位置付け、女性職員の職業生活に

おける活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情について分析を行った結果、最も大

きな課題に対応するものから順に掲げています。 

 

（１）女性の採用試験受験者について 

 ①計画当初に引き続き、女性が働きやすいような職場環境を構築します。 

②計画当初に引き続き、女性の採用試験受験希望者に向けて積極的に広報活動を行います。 

 

（２）年次休暇の取得について 

 ①計画当初に引き続き、年次休暇の取得目標を定め、各職員への徹底を図ります。 

 ②計画当初に引き続き、ワークライフバランス推進に資するような効率的な業務運営や 

良好な職場づくりを実施します。 
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（３）男性職員配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇について 

 ①計画当初に引き続き、組織として男性職員の育児参画を進めることを目標に掲げます。 

 ②計画当初に引き続き、出産を控えている女性職員及び配偶者が出産を控えている男性 

職員に対し、各種両立支援制度（育児休業、配偶者出産休暇、育児参加のための休暇等） 

の活用促進に務めます。 

（以上） 
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